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№ ページ 行/図表 誤 正

1 11 ３～６行目

また、令和２年の割合について、令和元（2019）年と比較する
と、多くの業種で減少しているが、「電気・ガス・熱供給・水
道業」や「医療，福祉」では減少幅が0.5ポイントと小さく、
「金融業，保険業」では微増している（第1-12図）。

また、令和２年の割合について、令和元（2019）年と比較する
と、多くの業種で減少しているが、「電気・ガス・熱供給・水
道業」や「医療，福祉」では減少幅が0.5ポイント、「公務」
では0.1ポイントと小さく、「金融業，保険業」では微増して
いる（第1-12図）。

2 19 12～13行目

女性では、「情報通信業」は１～３月、11～12月、「教育，学
習支援業」は２月、７～９月の各月で前年を上回った（第1-23
図）。

女性では、「情報通信業」は１～３月、11～12月、「教育，学
習支援業」は１～２月、７～９月の各月で前年を上回った（第
1-23図）。

3 27 １～５行目

女性について、令和元年（平成31年）、令和２年の月末１週間
の就業時間が60時間以上の雇用者数を月別にみると、・・・
「公務（他に分類されるものを除く）」では７月、10～11月の
各月で前年を上回った（第1-28図）。

女性について、令和元年（平成31年）、令和２年の月末１週間
の就業時間が60時間以上の雇用者数を月別にみると、・・・
「公務（他に分類されるものを除く）」では１月、７月、10～
11月の各月で前年を上回った（第1-28図）。

4 62 第１－８表

5 68 第１－15表

6 71 第１－18表

7 85 第３－３図

8 86 １～４行目

脳・心臓疾患の令和元（2019）年度の状況をみると、受理件数
は45件（平成30（2018）年度58件）であり、認定件数は25件
（同14件）となっている。職種別では、受理件数について、義
務教育学校職員以外の教育職員は10件（同６件）、次いで警察
職員は９件（同９件）などとなっており、・・・

脳・心臓疾患の令和元（2019）年度の状況をみると、受理件数
は45件（平成30（2018）年度58件）であり、認定件数は24件
（同14件）となっている。職種別では、受理件数について、義
務教育学校職員、義務教育学校職員以外の教育職員及び警察職
員はそれぞれ９件（同16件、同６件及び同９件）、次いで消防
職員及びその他の職員（一般職員等）はそれぞれ８件（同５件
及び同19件）などとなっており、・・・

9 86 第３－５表

10 87 第３－６表

別添１参照

別添２参照

別添３参照

別添４参照
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別添５参照

別添６参照
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11 87 第３－７表

12 88 第３－８表

13 89 ２～５行目

職種別では、受理件数について、その他の職員（一般職員等）
は76件（同72件）、次いで義務教育学校職員は23件（同27件）
などとなっており、認定件数について、その他の職員（一般職
員等）は24件（同10件）、次いで義務教育学校職員以外の教育
職員は14件（同１件）となっている（第3-9表）。

職種別では、受理件数について、その他の職員（一般職員等）
は73件（同71件）、次いで義務教育学校職員は24件（同28件）
などとなっており、認定件数について、その他の職員（一般職
員等）は24件（同９件）、次いで義務教育学校職員以外の教育
職員は13件（同１件）となっている（第3-9表）。

14 89 第３－９表

15 119 第１－１－18図

16 129 第１－２－１図

17 137 １～７行目

企業調査結果によると、長時間労働・所定外労働が生じる理由
は、スーパーバイザー等では「予定外の仕事が突発的に発生す
るため」（16.6％）が最も多く、次いで「仕事の繁閑の差が大
きいため」（15.0％)、「業務量が多いため」（11.6％）で
あった。店長では「仕事の繁閑の差が大きいため」（42.7％)
が最も多く、次いで「予定外の仕事が突発的に発生するため」
（36.0％）、「人員が不足しているため」（31.3％)であっ
た。店舗従業員では「仕事の繁閑の差が大きいため」
（53.7％)が最も多く、次いで「人員が不足しているため」
（38.2％)、「顧客対応が長引くため」（33.2％）であった
（第1-2-11図）。

企業調査結果によると、長時間労働・所定外労働が生じる理由
は、スーパーバイザー等では「予定外の仕事が突発的に発生す
るため」（16.6％）が最も多く、次いで「仕事の繁閑の差が大
きいため」（15.0％)、「業務量が多いため」（11.6％）で
あった。店長では「仕事の繁閑の差が大きいため」（25.0％)
が最も多く、次いで「予定外の仕事が突発的に発生するため」
（21.1％）、「人員が不足しているため」（18.3％)であっ
た。店舗従業員では「仕事の繁閑の差が大きいため」
（27.9％)が最も多く、次いで「人員が不足しているため」
（19.8％)、「顧客対応が長引くため」（17.2％）であった
（第1-2-11図）。

18 137 第１－２－11図

19 144 第１－２－19図 店長（ｎ＝375） 店長（ｎ＝357）

20 145 ３～５行目

また、性・年代別にみると、・・・男性20歳以下では25.0％と
なっており、女性20歳以下では14.4％となっている（第1-2-21
図）。

また、性・年代別にみると、・・・男性20歳代以下では25.0％
となっており、女性20歳代以下では14.4％となっている（第1-
2-21図）。

21 146 第１－２－21図

別添11参照
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別添10参照
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22 150 １～４行目

企業調査によると、過重労働防止に向けて実施している取組
は、「週１日（以上）の定休日の設定」（33.7％）が最も多
く、次いで「安全面・健康面に配慮したゆとりのあるシフト編
成」（33.6％）、「休憩時間の確保の促進」（32.6％）であっ
た（第1-2-26図）。

企業調査によると、過重労働防止に向けて実施している取組
は、「週１日（以上）の定休日の設定」（51.5％）が最も多
く、次いで「休憩時間の確保の促進」（51.2％）、「休日の振
替又は代休（代償休日）の付与」（40.6％）であった（第1-2-
26図）。

23 150 第１－２－26図

24 258
エ①

１～２行目

各地方公共団体に対し、「令和２年度働き方改革推進強化月間
について」（令和２年６月29日総務省自治行政局公務員部長通
知）を発出し、・・・

各地方公共団体に対し、「令和２年度働き方改革推進強化月間
について」（令和２年６月29日総務省自治行政局公務員部公務
員課長・女性活躍・人材活用推進室長通知）を発出し、・・・

25 268
コラム12
７行目

・・・受けたバワハラの内容が・・・ ・・・受けたパワハラの内容が・・・
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